
　慢性腎臓病（CKD）患者の診療においては，医師を含む多
職種チームが包括的な療養指導を適切に実践していくこと
が重要である。2018年 4月より，医療スタッフ（コメディ
カル）のための資格である「腎臓病療養指導士」制度がス
タートした（図 1）。本稿では，本制度設立に至った背景と
現状，および今後の課題について解説する。腎臓病療養指
導士の申請に関する詳細，および最新情報は日本腎臓協会
ホームページを参照されたい（https://j-ka.or.jp/educator/）。

1．CKD対策におけるチーム医療と医療連携の重要性
　周知のように，CKDの患者数はわが国の成人の 8人に 1

人に及び，高齢化，生活習慣病の増加を背景に今後も増加
が見込まれている。透析患者も増加の一途をたどり，社会
問題となっている。一方，CKD患者は，腎不全の進行のみ
ならず，早期腎障害の段階から心血管疾患のハイリスク群
となることが明らかとなり，早期からの集学的ケアと適切
な重症化予防策の実践が重要となる。わが国においても，
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図 1　腎臓病療養指導士制度のイメージ図
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日本腎臓学会，慢性腎臓病対策協議会（J-CKDI）を中心とし
て，行政を含めた全国レベルでの CKD対策が行われてき
た。CKD患者がいったん医療機関を受診したのちは，医療
スタッフによる包括的な療養指導を継続的かつ効果的に
行っていくことが重要であるが，同時に，隠れた CKD患
者をできるだけ早期に発見するための取り組みも欠かせな
い。
　CKD診療における治療目標については，近年の診療ガイ
ドやガイドラインの整備により，生活指導，薬物指導，栄
養指導それぞれにおける具体的な治療目標が示されてい
る。CKD診療の水準向上は，これらの目標を CKD患者に
対して正しく実践し，エビデンス・プラクティスギャップ
をなくせるかにかかっている。

2．CKD診療を担う人材育成の重要性と問題点
　上述のように CKD診療の水準向上には，これを担う人
材とシステムが必要となる1, 2）。しかし，多数の CKD患者
を限られた腎臓専門医や専門スタッフが診療することは不
可能であり，腎臓専門医とかかりつけ医の適切な医療連携
（紹介，併診，逆紹介）が不可欠である。さらに，CKD診療
は多職種がかかわっているため，医師だけでなく，看護師，
管理栄養士，薬剤師をはじめとする多職種チームが，互い
に協力しながら，それぞれの専門知識と経験を活かした療
養指導を続けていくことが求められる。この際，指導内容
はチーム内，つまり異なる職種間で共有され，目指すべき
診療の目標と指導内容も統一されている必要がある。
　CKD領域におけるチーム医療/医療連携の有用性は，わ
が国で行われた戦略研究（FROM-J）などでも示されてお
り，実際，管理栄養士とかかりつけ医の多職種介入が CKD

患者の腎予後と指標改善に有用と報告されている3, 4）。

　以上のような背景のもと，日本腎臓学会では，CKDの療
養指導を担うことのできる CKD診療のエキスパートを幅
広く養成することが必要と考え，医療スタッフを対象とし
た専門資格制度の設立が検討されてきた 2）。本制度設立の
趣旨に日本腎不全看護学会，日本栄養士会，日本腎臓病薬
物療法学会から賛同をいただき，2016年に「腎臓病療養指
導士」の総説に向けた具体的取り組みがスタートした。以
降，合同委員会および小委員会（試験認定小委員会および
教育研修小委員会）において制度設計を進め，2018年 4月，
初めての腎臓病療養指導士 734名が誕生した。開始 2年で
合計 1,051名が資格を取得している。なお，本資格は，上

述の設立 4団体の承認のもと，日本腎臓病協会から認定さ
れる。

1．対象と役割
　腎臓病療養指導士とは，「CKDとその療養指導全般に関
する標準的かつ正しい知識を持ち，保存期 CKD患者に対
し，一人ひとりの生活の質および生命予後の向上を目的と
して，腎臓専門医や CKDにかかわる医療チームの他のス
タッフと連携をとりながら，CKDの進行抑制と合併症予防
を目指した包括的な療養生活と自己管理法の指導を行い，
かつ，腎代替治療への円滑な橋渡しを行うことのできる医
療従事者」と定義される（図 2）。対象職種は，看護職（看護
師，保健師），管理栄養士，薬剤師の 3つである。期待され
る具体的な役割は以下の通りである。
 1）  CKDの意義と CKDに関する基本的な知識と対策，お
よび CKDの予防について理解・習熟している。

 2）  ステージに応じた CKD症例への基本的な管理方法を
理解・習熟している（生活管理，食事管理，血圧管理，
脂質管理，血糖管理，貧血管理，骨・ミネラル代謝管
理，カリウム・アシドーシス管理，薬物管理など）。

 3）  自ら専門とする領域において，CKD症例にステージに
応じた適切な指導を行える。

 4）  医師（かかりつけ医，腎臓専門医）との連携が図れる。
 5）  CKDに関して他の医療従事者と円滑な連携をとれる，
つまりチーム医療に参加できる。

 6）  腎代替療法についての基本的知識を有し，3つの療法選
択に関する説明を行うことができる。

 7）  AKI（急性腎障害）についての基本的知識を持ち，適切
に医師と連携できる。

 8）  自らの指導技術を高める活動を継続する。
 9）  後進の指導を行い，腎臓病療養指導士の育成に努める。
10）  CKDの啓発活動に努める。
11）  地域の行政機構，医師会などと連携して CKD 対策 を
推進する。

12）  腎臓病療養指導活動の普及に努める。
13）  CKDの臨床研究への参加に努める。
　標準的な CKD療養指導を全国各地域に普及させること
が目的であるため，各領域の専門資格取得に必要とされる
ような高度な専門性は要求されない。その代わり，CKD療
養指導に必要な基本的，標準的な知識と技能については，
自身の職種以外の領域に関する内容も求められ，これによ
り，医師のもとで CKD患者の基本的な療養指導を 1人で
行うことが可能となる。
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2．応募要件
　応募要件は，CKDの療養指導に関する実務経験，講習会
受講，所定の研修およびこれを証明する症例リスト/要約
の提出，認定試験，から構成される。本資格の制度設計上
の特徴として，1）応募要件のなかに，自分の職種以外の領
域における CKD療養指導の見学・実習を求めている点，
2）実務経験を満たしていなくとも，研修施設における研修
（各職種領域のCKD療養指導の見学と症例要約の提出を含
む）によってこれを補うことができる，の 2点があげられ
る。
　応募に際しては，自らの職種だけでなく他領域における
CKD療養指導の実習・見学と所定数の症例報告の提出が求
められており，取得の過程で職種横断的な知識と多職種間
の連携が自然に身につく仕組みとなっている。一方，他施
設研修が困難な場合に配慮し，症例研修の代替措置（ビデ
オ教材による症例 e-learning）が，2019年度の募集から利用
可能となった。各職種領域に特化した専門資格保有者には
研修が免除されるなどの配慮もなされている。

　前述のように腎臓病療養指導士は，さまざまな医療施設
の現場で CKD診療にあたっている医療従事者が広く取得
可能な資格となっている。所属施設を，①大学病院・基幹
病院，②一般病院・クリニック，③それ以外（行政，薬局，
栄養ステーションなど），に分けると，それぞれに期待され
る役割は若干異なってくる。①では，施設内あるいは関連
周辺施設との連携における CKD療養指導チームの中心と

しての活躍が期待され，②では，そのほか非専門医やかか
りつけ医をサポートし，腎臓専門医との橋渡しとなること
が期待される。特に，腎臓専門医不在の地域における役割
が重要となる。③には保健師，薬局薬剤師，栄養ステー
ションや行政に属するコメディカル有資格者，などが含ま
れ，CKD対策における後方支援，受診勧奨などが期待され
る役割となろう。
　今後，本制度が継続的に発展していくためには，資格取
得者を継続的に育成していく必要がある。さらに，資格取
得者が，地域の CKD対策への積極的に参加し，各地域，
および各施設における CKDのチーム医療の中核として活
躍できる環境作りが重要と考えられる。そのために，資格
取得者の情報交換の仕組みや好事例の共有を行っていく。
　将来的には，全国および地域における適正人数の検討と
これを踏まえた計画的配置，制度開始後に CKD診療水準
向上に対しどのような影響があったかの効果検証が重要と
考えている。2018年度に発表された厚生労働省腎疾患対策
報告書においても，人材育成の部分で，腎臓病療養指導士
の育成とかかりつけ医との連携，関連する療養指導士など
との連携強化があげられている。
　以上，腎臓病療養指導士制度設立の経緯と概要，今後の
展開について概説した。今回誕生する腎臓病療養指導士が
チーム医療・地域医療の一翼を担い，CKD診療水準の向上
と予後改善のきっかけになることを心より期待している。

　　　利益相反自己申告：申告すべきものなし

 今後の展望と課題
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図 2　腎臓病療養指導士と各職種における腎臓病専門資格との関係
*各領域の専門資格は，腎臓病療養指導士の取得を必要とするものではない。
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